
調査の設計

回収結果・回答者の属性

 回答方法別  産業種別（問１）  従業者数（問2）

【「その他」の主な内容】
 法律事務所
 旅行業

建設業

23.6%

卸売・小売

業

22.0%
製造業

11.8%

不動産業

6.3%

医療・福祉

3.9%

金融・保険

業

3.9%

情報通信業

3.1%

宿泊・飲食

サービス業

2.4%

運輸・郵便

業

2.4%

その他

19.7%

無回答

0.8%

10人未満

29.1%

10人～19人

17.3%

20人～29人

13.4%

30人～49人

13.4%

50人～99人

9.4%

100人～300

人

10.2%

301人以上

7.1%

 調査対象：郡山市内に本店または支店がある事業者
 標 本 数：300事業者
 抽出方法：法人市民税台帳からの無作為抽出
 調査方法：郵送による調査票の配布・回収、インターネットでの回答
 調査期間：2024（令和6）年７月24日～８月23日(31日間)
 調査項目：①事業者の属性について…２問

②社会貢献活動について…８問
③協働のまちづくりについて…９問

 発 送 数：300件
 有効回収数：127件
 有効回収率：42.3％

調査票

63.0%

スマホ・

PC

37.0%

全体(n=127) 全体(n=127) 全体(n=127)

※構成比は、端数を四捨五入しているため、合計が100.0％にならない場合があります。
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社会貢献活動に取り組んでいますか？

半数以上の事業者が社会貢献活動に取り組んでいます。

取り組んで

いる

57.5%

過去に取り組んだ

ことはあるが、現

在はしていない

8.7%

現在は取り組ん

でいないが、今

後取組みを検討

している

14.2%

これまで取り組んだ

ことはなく、今後も

予定はない

19.7%

(n=127)

2016（平成28）年度協働のまちづくり
市民意識調査結果

現在、実

施してい

る

67.2%
過去には実施してい

たが、現在は実施し

ていない

4.7%

実施したことは

ないが、今後実

施を検討してい

る

7.8%

実施したこともな

く、今後も実施の

予定はない

18.8%
無回答

1.6%

(n=128)前回の計画策定時のアンケート
と比較しています。

問３

1.4%

9.6%

0.0%

1.4%

5.5%

6.8%

6.8%

8.2%

8.2%

13.7%

15.1%

21.9%

23.3%

31.5%

35.6%

41.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

その他

ＮＰＯの基盤形成

国際交流・多文化共生

政治寄附

学術・研究

雇用創出及び技能開発、就労支援

防災まちづくり、防犯

人権、ヒューマン・セキュリティ

社会福祉、ソーシャル・インクルージョン

文化・芸術

健康・医学、スポーツ

災害被災地支援

地域社会の活動、史跡・伝統文化保全

教育・社会教育

環境

(n=73)

問３で、社会貢献活動に「取り組んでいる」と回答した事業所について

どのような社会貢献活動に取り組んでいますか？(複数選択可)

４割以上の事業者が「環境」分野に取り組んでいます。

【その他】の主な内容
 地元の社会福祉協議会へ毎年、寄付を行っている（宿泊・飲食サービス業）
 無償でＡＥＤを含む救命講習会を実施（その他）

問４
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1.4%

2.7%

0.0%

0.0%

6.8%

6.8%

12.3%

26.0%

35.6%

41.1%

57.5%

76.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

その他

法的に義務付けられているから

投資家の目に留まりやすくなるから

新規顧客の獲得につながるから

顧客の声を受け止めるきっかけになるから

求職者へのアピールとなり、人材確保につながるから

従業員のモチベーション向上が期待できるから

自社の知識や技術を社会に還元したいから

企業のイメージアップにつながるから

社会全体の発展が会社の発展につながるから

地域と良好な関係を築くことができるから

(n=73)

問３で、社会貢献活動に「取り組んでいる」と回答した事業所について

社会貢献活動に取り組んでいる理由は何ですか？(複数選択可)

８割弱の事業所が「地域と良好な関係を築くことができるから」と回答しています。

【その他】の主な内容
 自然災害等の折、奉仕団体の「力」で協力（金銭的にも）出来るから（不動産業）
 社会貢献に理由はあるのでしょうか？（建設業）

問５

5.5%

3.1%

5.5%

7.9%

8.7%

11.0%

27.6%

29.9%

70.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

その他

ICTを上手に活用できない

活動時のパートナーの選択

活動の評価の仕方

トップの理解

事業所内の推進体制の構築

社会貢献活動の経営への戦略的な位置付け

物理的（人的、資金的、時間的）な余裕

(n=127)

社会貢献活動を行う際の課題は何ですか？(複数選択可)

７割の事業所が「物理的(人的、資金的、時間的)な余裕」を課題に感じています。

【その他】の主な内容
 どのようなことが社会貢献活動になるのか具体例がわからない（その他）
 特になし（卸売・小売業）

問６
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半数の事業者が「知っている」と回答しています。

「郡山市の出生数：1985(昭和60)年4,000人超➡2022(令和４)年2,000人割る」

このことをご存知でしたか？

知っている

52.8%

知らない

47.2%

(n=127)

問７

少子高齢化・人口減少をどう受け止めていますか？

９割強の事業者が「危機感を持っている」と回答しています。

強い危機感を

持っている

66.1%

多少危機感を

持っている

26.8%

危機感は持って

いない

0.8%

わからない

6.3%

(n=127)

「強い危機感を持っている」66.1％、「多少危機感を持っている」26.8％を合計すると
92.9％となります。

問８
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社会貢献活動は、
少子高齢化・人口減少の影響を受けていますか？

４割弱の事業者が「影響を受けている」と回答しています。

とても影響を受けて

いる

17.3%

少し影響を受けてい

る

22.0%

影響は受けていない

23.6%

影響を受けている

か、わからない

17.3%

社会貢献活動を実施

していないので、わ

からない

18.1%

無回答

1.6%

(n=127)

「とても影響を受けている」17.3％、「少し影響を受けている」22.0％を合計すると
39.3％となります。

問９

問９で、影響を「とても受けている」「少し受けている」と回答した事業者について

具体的にどのような影響を受けていると感じますか？(複数選択可)

７割の事業者が「若者の参加者が少ない」と回答しています。

6.0%

2.0%

6.0%

14.0%

16.0%

30.0%

32.0%

70.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

交流している団体が少ない

十分な事業費がまかなえない

十分な事業ができない

活動に対する住民の関心が低い

参加者で高齢者が多い

参加者が少ない

若者の参加者が少ない

(n=50)

【その他】の主な内容
 少子高齢化、人口減少だからこそ、地域活動でコミュニティを育む必要があると感じ、

行っている事から、そもそもの活動の原点に影響を受けている。（不動産業）
 私達側の人件（人手）がたりない。（卸売・小売業）

問10



問11で、交流や協働で活動をしたことが「ある」と回答した事業者について

交流や協働のきっかけとなった要因は何ですか？(複数選択可)

４割弱の事業所が「団体や企業が集まるイベントで知り合った」と回答しています。

8.3%

14.6%

4.2%

6.3%

12.5%

12.5%

16.7%

22.9%

39.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

その他

ＳＮＳを見て連絡を取った、連絡を受けた

新聞や広報誌、チラシを見て連絡を取った、連絡を受けた

ウェブサイトを見て連絡を取った、連絡を受けた

行政又は郡山市市民活動サポートセンターから紹介を受けた

知人に連絡を取った、連絡を受けた

知人や社員に教えてもらった

団体や企業が集まるイベントで知り合った

(n=48)

【その他】の主な内容
 別業種の協働事業者から紹介を受けた（金融・保険業）
 町内会配布の回覧板（不動産業）
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他の団体や行政（市）と交流したり
協働で活動したりしたことはありますか？

４割弱の事業所が「ある」と回答しています。

ある

37.8%

ないが、今後は交

流したり協働で活

動したりしたい

29.9%

ない、したいと思

わない

30.7%

無回答

1.6%

(n=127)

問11



【その他】の主な内容
 NPO法人（卸売・小売業）
 職能団体（その他）

３割弱の事業者が「手間が増えそうだから」と回答しています。

問11で、交流や協働で活動をしたことが「ない、したいと思わない」と回答した事業者について

交流や協働しない（したくない）理由は何ですか？(複数選択可)

12.8%

17.9%

15.4%

20.5%

25.6%

25.6%

28.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

その他

自分たちだけで活動できているから

他の団体のことを知らないから

協働して事業を行う効果が分からないから

交流や協働のきっかけがないから

手間が増えそうだから

(n=39)

【その他】の主な内容
 人的、時間的、資金的に余裕がない（製造業）
 交流する時間が取れそうにないから（その他）
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問11で、交流や協働したことが「ある」「ないが今後したい」と回答した事業者について

交流や協働した(したい)相手先はどういった団体ですか？(複数選択可)

５割強の事業者が「行政（国・県・市）」と回答しています。

9.3%

20.9%

24.4%

29.1%

33.7%

41.9%

53.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

社会福祉法人

市民活動団体

町内会などの地縁団体

学校

商工会議所・商工会

行政（国・県・市）

(n=86)

問12
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問11で、交流や協働したことが「ある」「ないが今後したい」と回答した事業者について

交流や協働するうえで相手に求めるものは何ですか？(複数選択可)

７割強の事業者が「活動の目的や内容に賛同できること」と回答しています。

9.3%

1.2%

7.0%

24.4%

27.9%

38.4%

51.2%

72.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

その他

資金が十分にあること

自分の団体のPRが期待できること

情報公開していること

地域住民と密接な関係を有していること

活動理念が明確であること

活動の目的や内容に賛同できること

(n=86)

【その他】の主な内容
 特になし（建設業）

問14

半数の事業者が「同じ地域で活動する団体とつながりたい」と回答しています。

問11で、交流や協働したことが「ある」「ないが今後したい」と回答した事業者について

交流や協働した（今後したい）理由は何ですか？(複数選択可)

8.1%

3.5%

1.2%

15.1%

19.8%

29.1%

46.5%

50.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

その他

資金面でメリットになるから

違う活動分野の団体と協働することで課題を解決したい

活動がうまくいっている団体から学びたい

同じ活動分野の団体とつながりたい

いろいろな団体と情報交換したい

同じ地域で活動する団体とつながりたい

(n=86)

【その他】の主な内容
 従業員のモチベーションアップ、楽しんで仕事をしてほしい（卸売・小売業）
 目指す方向や使命に共感したため（卸売・小売業）

問13



89

「知っている」と回答した事業者は1割強にとどまっています。

郡山市市民活動サポートセンターは知っていますか？

知っている

11.8%

名前は知っているが、

役割などは知らない

34.6%

知らない

52.0%

無回答

1.6%

(n=127)

問15

５割以上の事業者が「情報発信」を望んでいます。

7.9%

5.5%

20.5%

20.5%

22.8%

27.6%

57.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

その他

啓発活動

市民や市民活動団体との交流

セミナー、講座の開催

市民活動の相談対応

情報発信（インターネット、SNS、広報誌など）

(n=127)

【その他】の主な内容
 どういう内容や活動なのかわからなければ、こちら側も相談も何もわからないし出来ない。

（卸売・小売業）
 考えていない。（その他）

問16

市民活動サポートセンターに望むサービスは何ですか？a
(複数選択可)

問16
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６割強の事業者が「重要である」と回答しています。

今後のまちづくりにおいて「協働」は重要だと思いますか？

重要である

64.6%

重要ではない

0.8%

どちらともいえない

33.1%

無回答

1.6%

(n=127)

問17

協働のまちづくりの推進のため、
行政が取り組むべきことは何ですか？(複数選択可)

５割弱の事業者が「インターネット・SNSでの情報の発信・共有」と回答しています。

2.4%

6.3%

11.0%

22.0%

23.6%

23.6%

24.4%

29.9%

29.9%

31.5%

41.7%

42.5%

46.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

その他

クラウドファンディングなどの民間資金の活用

郡山市市民活動サポートセンターの充実

市民活動への参加の働きかけ

機材の提供や場所の貸し出し

民間助成金の情報提供

相談機能の充実

協働に役立つセミナー、講座の開催

学校での協働の教育

市民活動・協働事例の情報提供

各種団体との交流・連携機会の提供

インターネット・SNSでの情報の発信・共有

(n=127)

【その他】の主な内容
 何の活動をして具体的行動を起こすのかのサジェスションを見出す為にサポートセンター

の役割の内容の充実か？（不動産業）
 人材の充実、協力など（卸売・小売業）

問18



その他ご意見がありましたら自由に記入してください。
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 子育て世帯と高齢者との関わりがもてる機会を増やし、協働に関して参加しやすい流

れにもっていくことは何だろうと考えています。例えばゴミ拾いをして子ども達に表

彰したり、高齢者には外に出る機会を少しで良いので作ったり、積極的に活動したく

なる意識づくりが出来たらと思う。（建設業）

 ワークショップ等をやっても意味がない（継続性がない）、教育現場への理解醸成

（宿泊・飲食サービス業）

 このアンケート調査の集計したものは、いつ送ってもらえるのでしょうか？老人に

もっと目をむけてほしいです。ひとりで生活している方など子供食堂はありますが、

高齢者向け、ひとりで生活している方の食堂はあるのでしょうか？このアンケートで

本当に「協働まちづくり」が良く取組みできるのでしょうか？人口減少には、他県に

は郡山市にはない魅力があるからでていくのでしょうね。良く言われるのが、郡山

市って行く所ないよね？県外から来た人に紹介する場所もない。良い場所は、カル

チャーパークぐらいですかね。人口減少は続くと思います。（建設業）

 企業側としても協力していきたいが、人手不足で数人を手伝いなどに出向するのが難

しい現状。小・中・高に企業の仕事の内容のあっせん等で仕事（測量業）の内容の理

解から仕事に就きたいと思ってもらえる事業があれば有難い。子どもの就職の幅が広

がり選択肢が増える事で、社会全体の層を片寄らずに厚くできないかと思う。（その

他）

 自然災害の多発する時代ですので「命」を守る活動や防災士等の育成や意識の高揚が

必要と思う。（その他）

 若者が郡山で就労や起業に希望が持てるように情報発信を引き続き積極的におこなっ

ていただくことを期待しております。弊社も何かお役に立てれば幸いです。（情報通

信業）

 40才代、50才代の非婚率減少活動。40才までに結婚推奨する活動。（不動産業）

 道路の美化、商店街の継続、きれいな町、医療の充実（卸売・小売業）

 郡山地区の良い所、外部へアピール出来る所等を町おこしとして優遇措置を講じて招

へいし、もっと活力ある魅力的な町にしてほしい。（建設業）

 旧市街地以外の郊外の町へ、若者が移住できる様な政策を考えてほしい。音楽都市も

良いですが、あまり偏りすぎると良くない。雪かき、草刈りの作業軽減。地域の風習

のようなものが、活動の足かせになるような気がする。（製造業）

 郡山市全体が盛りあがるためには、片寄った所ばかり市や県と動いていれば今のまま

だと思います。（卸売・小売業）

 「日本一」と誇れるものを増やす（製造業）

他10件

問19

主な意見を抜粋し、掲載しました。寄せられたご意見は、ここに掲載していないものも含
め、今後の協働のまちづくりに活用させていただきます。


